
資料３

環境問題に関わる最近の動向（主な動き）

年 世 界 日 本 徳 島 県
1993年 □「環境基本法」制定
(平成5年)
1994年 □「気候変動枠組条約」発効 □「環境基本計画」策定
(平成6年) □「生物多様性条約第1回締約国

会議」（ﾅｯｿｰ）

1995年 □「気候変動枠組条約第1回締約 □「容器包装リサイクル法」制 □「徳島県環境プラン」策定
(平成7年) 国会議」（ﾍﾞﾙﾘﾝ） 定

□「IPCC第2次評価報告書」公表 □「生物多様性国家戦略」策定

1996年 □「ISO14001」制定
(平成8年) □「気候変動枠組条約第2回締約

国会議」（ｼﾞｭﾈｰﾌﾞ）

1997年 □「第3回締約国会議」（京都) □「環境影響評価法」制定
(平成9年) ・「京都議定書」採択

1998年 □POPs（残留性有機汚染物質）削 □「家電リサイクル法」制定
(平成10年) 減のための議定書採択 □「地球温暖化対策推進法」制

定
1999年 □「ＰＲＴＲ法」制定 □｢徳島県環境基本条例｣制定
(平成11年) □「ダイオキシン類対策特別措 □｢徳島県ダイオキシン類対策

置法」制定 推進指針」策定

2000年 □「バイオセーフティに関するカ □「循環型社会形成基本法」及 □｢徳島県環境影響評価条例」
(平成12年) タヘルナ議定書」採択 び関連法制定 の制定

□「第二次環境基本計画」策定 □｢とくしま環境県民会議｣設立
□｢徳島県ダイオキシン類対策
推進方針」策定

2001年 □「残留性有機汚染物質に関する □「ＰＣＢ適正処理法」制定 □｢徳島県地球環境保全行動計
(平成13年) ストックホルム(POPs）条約」 □「フロン回収破壊法」制定 画｣策定

採択 □ 環境省発足
□「気候変動枠組条約第7回締約
国会議」（ﾏﾗｹｼｭ）

□「IPCC第3次評価報告書」公表

2002年 □「環境開発サミット」開催（ﾖﾊ □「京都議定書」の批准 □｢徳島県廃棄物処理計画｣策定
(平成14年) ﾈｽﾌﾞﾙｸﾞ） □「自動車リサイクル法」制定

□「バイオマス・ニッポン総合
戦略」策定

□「地球温暖化防止森林吸収源
10ヶ年対策」策定

□「新エネルギー等電気利用法
（RPS法）」制定

2003年 □「気候変動枠組条約第9回締約 □「循環型社会推進基本計画」
(平成15年) 国会議」（ﾐﾗﾉ） 策 定

□「国連持続可能な開発のための □「環境保全活動・環境教育促
教育の10年に関する決議」採択 進 法」制定

2004年 □「外来生物法」制定 □｢徳島県環境基本計画｣策定
(平成16年) □「環境配慮促進法」制定 □｢オンリーワン徳島行動計画｣

策定
□｢環境首都とくしま憲章｣策定

2005年 □「京都議定書」発効 □「京都議定書目標達成計画」 □｢とくしま地球環境ビジョン｣
(平成17年) □「気候変動枠組条約第11回締約 策定 策定

国会議及び京都議定書第1回締 □｢徳島県生活環境保全条例｣制
約国会合」（ﾓﾝﾄﾘｵｰﾙ） 定

□「残留性有機汚染物質に関する □｢とくしま環境学びプラン｣策
ストックホルム(POPs）条約」 定
第1回締約国会議（ﾌﾟﾝﾀﾃﾞﾙｴｽﾃ）

2006年 □「第三次環境基本計画」策定 □｢とくしま地球環境ビジョン
(平成18年) (行動計画編）」策定

□｢第二期徳島県廃棄物処理計
画｣策定



年 世 界 日 本 徳 島 県
2007年 □「気候変動枠組条約第13回締約 □「21世紀環境立国戦略」策定 □｢オンリーワン徳島行動計画
(平成19年) 国会議及び京都議定書第3回締 第二幕｣策定

約国会合」（ﾊﾞﾘ）
□「IPCC第4次評価報告書」公表

2008年 □「北海道洞爺湖サミット」 □「生物多様性基本法」制定 □｢徳島県地球温暖化対策推進
(平成20年) □「低炭素社会づくり行動計画」 条例｣制定

策定 □｢徳島県地球温暖化対策指針｣
策定

2009年 □「ラクイラサミット」(ｲﾀﾘｱ) □「海岸漂着物処理推進法」
(平成21年) □「国連気候変動サミット」(ﾆｭｰ 制定

ﾖｰｸ)
□「気候変動枠組条約第15回締約
国会議及び京都議定書第5回締
約国会合」（ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ）

2010年 □「生物多様性条約第10回締約国 □「新成長戦略」策定 □｢環境首都とくしま創造セン
(平成22年) 会議」(名古屋) □「エネルギー基本計画」策定 ター（エコみらいとくしま）」

□「気候変動枠組条約第16回締約 開設
国会議及び京都議定書第6回締 ※｢地球温暖化防止活動推進セ
約国会合」（ｶﾝｸﾝ） ンター｣併設

2011年 □「気候変動枠組条約第17回締約 □東京電力・福島第一原発事故 □｢いけるよ！徳島・行動計画｣
(平成23年) 国会議及び京都議定書第7回締 □環境保全活動・環境教育推進 策定

約国会合」(ﾀﾞｰﾊﾞﾝ） 法 □｢徳島県地球温暖化対策推進
□「再生可能エネルギー特別措 計画｣策定
置法」制定 □｢第三期徳島県廃棄物処理計

画｣策定

2012年 □「気候変動枠組条約第18回締約 □「第四次環境基本計画」策定 □｢自然エネルギー立県とくし
(平成24年) 国会議及び京都議定書第8回締 (4月) ま推進戦略｣策定

約国会合」(ﾄﾞｰﾊ） □再生可能エネルギーの固定価
格買取制度開始

□「革新的エネルギー・環境戦
略」策定

2013年 □｢気候変動枠組条約第19回締約 □｢海洋基本計画｣閣議決定 □｢第2次徳島県環境基本計画｣
(平成25年) 国会議及び京都議定書第9回締 策定

約国会合」(ﾜﾙｼｬﾜ)

2014年 「気候変動枠組条約第20回締約 □｢徳島県環境影響評価条例」
(平成26年) 国会議及び京都議定書第10回締 一部改正

約国会合」(ﾘﾏ)

2015年 □｢持続可能な開発のための2030 □｢気候変動の影響への適応計 □｢新未来『創造』とくしま行
(平成27年) ｱｼﾞｪﾝﾀﾞ｣国連総会で採択 画｣閣議決定 動計画｣策定

□「気候変動枠組条約第21回締約 □「水銀による環境の汚染の防 □自然エネルギー立県とくしま
国会議及び京都議定書第11回締 止に関する法律」制定 推進戦略｣改定
約国会合」(ﾊﾟﾘ協定採択） □｢大気汚染防止法｣改正 □｢vs東京『とくしま回帰』総

合戦略」策定

2016年 □「気候変動枠組条約第22回締約 □｢地球温暖化対策計画｣閣議決 □｢徳島県脱炭素社会の実現に
(平成28年) 国会議.京都議定書第12回締約 定 向けた気候変動対策推進条例｣

国会合及びﾊﾟﾘ協定第1回締約国 □｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物 制定
会議」(ﾓﾛｯｺ･ﾏﾗｹｼｭ） の適正な処理の推進に関する □｢徳島県気候変動適応戦略｣策

特別措置法」改正 定
□｢徳島県地球温暖化対策推進
計画における新たな削減目標
の追加

□｢瀬戸内海の環境の保全に関
する徳島県計画｣策定

2017年 □米国ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領ﾊﾟﾘ協定離脱表 □｢第五次環境基本計画｣中間取 □環境活動連携拠点｢新･ｴｺみら
(平成29年) 明 りまとめ いとくしま(環境首都とくし

□「気候変動枠組条約第23回締約 ま創造ｾﾝﾀｰ)｣ﾊﾟﾜｰｱｯﾌﾟｵｰﾌﾟﾝ
国会議.京都議定書第13回締約 □｢徳島県生活環境保全条例｣一
国会合及びﾊﾟﾘ協定第2回締約国 部改正
会議」(ﾎﾞﾝ）


